
■施  策・予算提案シート   

番号   項目   内容   

ロ  分野番号   4   

2  分野名   緩和ケア   

3  施策番号   5   

4  施策名   緩和医療地域連携ネットワークのIT化   

地域連携の効率化に役立つ薬局や介護事業者、市町村福祉関係部署などの情報イ  
5  施策の概要（目的）  ンフラの整備を支援するとともに、地域連携ネットワークの汀化を促進することを目的と  

する。   

6  施策の概要（対象）   地域連携ネットワークに関わる医療関係者、介護保険事業者   

地域連携ネットワークにまだ参加していない薬局や介護事業者、市町村福祉関係部  

事業の概要（事業内容）      署に対しては、情報共有インフラとして汀網の整備を進めるとともに、地域連携在宅療  
7           （手段、手法など）   養ネットワークでは、個人認証つきでセキュリティに配慮したサーバ管理による診療情  

報共有システムを構築する。   

施策の概要（事業の必要  地域連携による在宅緩和医療において、情報共有を推進することは効率的な運用に  
8       性）   対して大きな支援となる。   

全ての都道府県において、地域特性に応じた一一一定の要件を満たす連携ネットワークを  
9  成果目標（数値目標）      整備することを目標とする。   

10  成果へのシナリオ   
既に活用されているシステムを参考、活用することで、より効率的な実施が期待でき  

る。   

皿  成果の確実性  

12  エビデンスの状況  

13  ニーズの状況  

14  想定予算額   10億円   

15  予算計算概算   2，000万円（インフラ整備：300万円・情報共有システム1，700万円）×47   

16  予算措置を行う省庁  

17  備考  

22   



■施  策・予算提妾シート   

番号   項目  内容   

l  分野番号   5   

2  分野名   在宅医療   

3  施喪章号   

4  施策名   在宅ケア・ドクターネット全国展開事業   

二次医療圏ごとに在宅緩和ケアのキャパシティを、有志の診療所ネットワーク形成によ  
5  施策の概要（目的）  

り拡大する。   

二次医療圏ごとに地域の5～30程度の診療所が連携して、ドクターネット型の在宅ケ  
6  施策の概要（対象）  

アシステムを組む際に、そのグループの事業の事業費を補助する。   

それぞれのドクターネットが、その地域の特性に応じてシステマテイツクに連携を行う取  

事業の概要（事業内容）  
り組み（例：共同診療システム、主治医・副主治医分担システム、担当医師マッチング  

7   （手段、手法など）  システム、知識ノウハウ共有システム、テレビ会議システム、パソコンネットワークシステ  

ム）や、広報活動などを行う際、その資金を支援する。それぞれの医師が看取りを年間  
に数件ずつ行うことを目標とする。   

施策の概要（事業の必要  在宅ケアを行う診療所が不足している。ドクターネット型のモデルが出現しているが全  
8       性）   国への広がりが遅い。奨励策、刺激策が必要である。   

9  成果目標（数値目標）  導入された地域の在宅看取り率を5年間で2倍にする。   

10  成果へのシナリオ  

皿  成果の確実性   
すでに成功している地区があり、徐々に広がっており、実施されている地区では有効  
であるとされている。   

12  エビデンスの状況  

13  ニーズの状況  

14  想定予算額   10億円   

15  予算計算概算   5，000万円×20カ所（ただし3年間）   

16  予算措置を行う省庁   厚生労働省   

17  備考   戦略研究の実地応用実施   
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■施  策・予算提案シート   

番号   項目   内容   

口  分野番号   5   

2  分野名   在宅医療   

3  施策番号   2   

4  施策名   在宅医療関係者に対するがんの教育研修   

がんの在宅療養に関わる介護担当者・ケアマネージャー・福祉関係者に対して、がん  
5  施策の概要（目的）  

についての知識を得るための教育研修を行うことを目的とする。   

6  施策の概要（対象）   都道府県で地域連携に携わる介護担当者・ケアマネージャー・福祉関係者   

事業の概要（事業内容）  がん専門医療スタッフが、介護担当者・ケアマネージャー・福祉関係者に対し、都道  
7       （手段、手法など）   府県（又は二次医療圏）単位で定期的に研修会を開催する。   

がんの在宅療養の連携において必須の役割を果たす介護担当者・ケアマネー  

8  施策の概要（事業の必要      ジャー・福祉関係者は、がんの病態、がん患者に対する介護・緩和ケアについての一   性）  定の知識を有することが重要であるが、現状ではこれらの職種を対象とした体系的な  
研修は行われていない。   

全ての都道府県において、介護担当者・ケアマネージャー・福祉関係者を対象とする  
9  成果目標（数値目標）      教育研修が実施されることを目標とする。   

10  成果へのシナリオ  

皿  成果の確実性  

12  エビデンスの状況  

13  ニーズの状況  

14  想定予算額   1億円   

15  予算計算概算   200万円×47都道府県   

16  予算措置を行う省庁   厚生労働省   

四  備考  
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■施  策・予算提案シート   

番号   項目   内容   

口  分野番号   5   

2  分野名   在宅医療   

3  施策番号   3   

4  施策名   在宅緩和医療をサポートする緊急入院病床の確保   

5  施策の概要（目的）   
がんの在宅緩和療養中に患者の病状が悪化した際に、患者が緊急かつ短期の入院  

について利用できる病床を整備することを目的とする。   

6  施策の概要（対象）   都道府県がん診療連携拠点病院およびその緩和ケア病棟   

がんの在宅緩和療養中に患者の病状が悪化した際に、患者・家族および在宅診療医  

7  事業の概要（事業内容） （手段、手法など）      の要請があった場合に、患者が緊急かつ短期の入院として利用できる病床を、がん診    点アに 
療連携拠病院や緩和ケ病棟確保する。   

がんの在宅緩和医療が十分進まない理由の一つに、在宅で療養する患者や家族  
が、患者の病状が悪化した際のサポートに対して、不安をもっていることが挙げられ  

8  施策の概要（事業の必要 性）          る。がんの在宅緩和医療を受ける患者の2～3割が緊急入院を経験するというデータも    あり 
、患者や家族が安心して在宅緩和医療を受けられる環境の整備は、がんの在宅  

緩和医療を促進する上で必須である。   

9  成果目標（数値目標）  がん診療連携拠点病院にそれぞれ2～3床設置されることを目標とする。   

10  成果へのシナリオ  

皿  成果の確実性  

12  エビデンスの状況  

13  ニーズの状況  

14  想定予算額   1億円   

15  予算計算概算   200万円×47都道府県   

16  予算措置を行う省庁  

17  備考  
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■施  策・予算提案シート   

番号   項目   内容   

口  分野番号   5   

2  分野名   在宅ケア   

3  施策番号   4   

4  施策名   大規模在宅ケア診療所エリア展開システム   

5  施策の概要（目的）   地域の在宅看取り率の向上。   

6  施策の概要（対象）   年間に100例以上の多数の看取りを行う在宅療養支援診療所に対する支援   

多数の看取りを行う在宅療養支援診療所が、隣接した二次医療圏（又は隣接する都    ＝ 
道府県）のがん診療連携拠点病院等の医療機関など、医療計画又はがん対策推進  

7  事業の概要（事業内容） （手段 

、手法など）  
いる区域を越えて、広域的に事業を展開する際に必要な医師の確  

保、施設・設備等のリソース等、業務の拡大に必要な資金を補助する（又は低利融資  

を実施する）。   

在宅を希望する人が多いにも関わらず十分にその需要を満たせていない。医療計画  

8  施策の概要（事業の必要 性）      およびがん対策推進計画では、都道府県または二次医療圏を越えた医療連携体制    が定されていない事例がい 
規多。   

9  成果目標（数値目標）  新規展開地区での年間100～200例以上の看取り件数。   

10  成果へのシナリオ  

皿  成果の確実性  

12  エビデンスの状況  

13  ニーズの状況  

14  想定予算額   10億円   

15  予算計算概算   1億円×10カ所   

16  予算措置を行う省庁   厚生労働省   

17  備考  
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■施  策・予算提案シート   

番号   項目   内容   

口  分野番号   5   

2  分野名   在宅医療（在宅緩和ケア）   

3  施策番号   5   

4  施策名   介護施設に看取りチームを派遣する際の助成   

5  施策の概要（目的）   介護施設での看取りの選択肢を提供し、介護施設での看取り数を増やす。   

6  施策の概要（対象）   介護施設において看取りを行う在宅緩和ケアチーム   

介護施設からの要請に基づき、在宅療養支援診療所、訪問看護ステーション等の在  

7  事業の概要（事業内容） （手段、手法など）      宅緩和ケアチームが派遣されて、対象となる患者に対する看取りを行うことに対して助    を 
成行う。   

在宅緩和ケアに関しては、患者・家族、医療従事者双方からのニーズが高いが、独居  
施策の概要（事業の必要      家庭や主たるケアを行う家族がいない家庭など、自宅にて在宅医療を受け入れる力が  

8           性）   不足していることから在宅緩和ケアが実現しないことが多く、介護施設における質の高  
い看取りができる仕組みを作る意義は大きい。   

9  成果目標（数値目標）  この方式での看取り件数年間3，000人   

10  成果へのシナリオ   
地域に在宅緩和ケアに関する協議会などのネットワークがある場合、地域の介護施設  
と連携してシステムを作っていくことが可能と考えられる。   

皿  成果の確実性  

12  エビデンスの状況  

13  ニーズの状況   アンケート、タウンミーティングにて要望あり   

14 ．  想定予算額   10億円   

15  予算計算概算   30万円×3，000人   

16  予算措置を行う省庁   厚生労働省   

17  備考  



■施  策・予算提案シート   

番号   項目   内容   

l  分野番号   5   

2  分野名   在宅医療   

3  施策番号   6   

4  施策名   合同カンファレンスによる在宅医療ネットワーク   

患者や家族が必要とする際に受けられ、連携が行き届き、病院と在宅との行き帰りが  
5  施策の概要（目的）  可能で、切れ目なく質の高い在宅医療を実施するとともに、在宅医療のキャパシティ  

を増加させることを目的とする。   

がん診療連携拠点病院、在宅療養支援診療所、がん在宅医療を必要とする患者とそ  
6  施策の概要（対象）  

の家族   

がん診療連携拠点病院の緩和ケアチームと地域の在宅療養支援診療所が、週に1回  
事業の概要（事業内容）      以上の合同カンファレンスを開催し、対象となる患者全てのレビューを行っている場  

7           （手段、手法など）   合、その拠点病院への補助金を増額するとともに、合同カンファレンスを実施している  
場合の病院⇔診療所の紹介に対して、診療報酬において評価する。   

国内では年間およそ34万人の患者ががんで亡くなっているが、いわゆる「がん難民」  
が数多く発生しているといった問題があり、医療機関と在宅医療の連携が適切に行わ  

施策の概要（事業の必要          れているとは言い難い。積極的治療後に自宅や緩和ケア病棟に移るための期間が長  
8               性）   くかかり、終末期の患者が必要とするケアや医療が受けられていない現状がある。現  

在、戦略研究で4か所で行われている緩和ケアの介入研究の中間的な成果を基に、  
医療資源が整っている地域から、全国展開を図っていく。   

9  成果目標（数値目標）  

10  成果へのシナリオ  

皿  成果の確実性  

12  エビデンスの状況  

13  ニーズの状況  

14  想定予算額   10億円   

15  予算計算概算  

16  予算措置を行う省庁  

17  備考  
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■施  策・予算提案シート   

番号   項目   内容   

口  分野番号   6   

2  分野名   診療ガイドラインの作成（標準治療の推進）   

3  施策番号   

4  施策名   ベンチマーキング（指標比較）センターによる標準治療の推進   

がん診療連携拠点病院において、がん治療のプロセス指標・アウトカム指標を比較で  
5  施策の概要（目的）  きるベンチマーキングセンターの設置を促進し、標準治療の実施状況や治療成績等  

を検証することで、がん治療の質の向上と均てん化を図る。   

6  施策の概要（対象）   
がん診療連携拠点病院がベンチマーキングセンターを設置した場合、その設置と運  

営に関わる費用を助成する。   

都道府県がん診療連携拠点病院が、その都道府県内の地域がん診療連携拠点病  

7  事業の概要（事業内容） （手段、手法など）      院、およびその他の自主参加病院の、がん患者の生存率、臨床指標（CI）、DPCデー    タを 
等収集・共有し、ベンチマーキングレポートを発行し、公開する。   

医療の内容と質に関する評価と公開は十分でなく、標準治療の推進に資するデータ  

8  施策の概要（事業の必要 性）      は明らかでない。医療者や行改、一般に情報の共有と公開を進め、標準治療の推進    とがん医療の均てんを図るうえで 
化、重要な事業である。   

全ての都道府県がん診療連携拠点病院において、ベンチマーキングセンターを設置  
9  成果目標（数値目標）      する。   

10  成果へのシナリオ   
DPCデータをベンチマーキング指標として、医療機関が集計・公開の可能性の検討が  

必要。   

‖  成果の確実性  

12  エビデンスの状況  

13  ニーズの状況  

14  想定予算額   15億円   

15  予算計算概算   1億円×15県（3年計画の1年目）   

16  予算措置を行う省庁  

17  備考  
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■施  策・予算提案シート   

番号   項目   内容   

口  分野番号   6   

2  分野名   診療ガイドラインの作成（標準治療の推進）   

3  施策番号   2   

4  施策名   診療ガイドラインの普及啓発プロジェクト   

5  施策の概要（目的）   診療ガイドライン作成時の予算補助および実施評価プロセスの確立   

6  施策の概要（対象）   がん治療にあたる拠点病院などの医療者   

（1）各学会が診療ガイドラインを作成する際に補助金形式で助成を行う。（2）診療ガ  

7  事業の概要（事業内容） （手段、手法など）      イドライン普及を目的とした第三者委員会の設立。（3）診療ガイドライン研修会の実  
施。（4）診療ガイドライン研修会参加機関へのインセンティブ（補助金）の交付。   

施策の概要（事業の必要  標準治療の推進において、地域間格差が見られ、診療ガイドラインを一一助とした均て  
8       性）   ん化が求められている。   

9  成果目標（数値目標）  

10  成果へのシナリオ  

皿  成果の確実性  

12  エビデンスの状況  

13  ニーズの状況  

14  想定予算額   3億円   

15  予算計算概算   （1）1億円（2）5000万円（3）5000万円（4）1億円   

16  予算措置を行う省庁  

17  備考  
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■施  策・予算提案シート   

番号   項目   内容   

口  分野番号   6   

2  分野名   診療ガイドラインの作成（標準治療の推進）   

－ 3  施策番号   3   

4  施策名   副作用に対する支持療法のガイドライン策定   

標準治療に伴いがんの患者に生じ得る様々な副作用（嘔気、嘔吐、下痢、便秘、骨髄  
5  施策の概要（目的）  抑制、脱毛、皮膚症状、倦怠感、精神症状など）について、その様態や支持療法、治  

療薬に関する研究を進めることで、患者のQOL向上を目指す。   

6  施策の概要（対象）   患者   

厚生労働科学研究費における重点事業として、標準的ながん治療に伴う副作用に関  
事業の概要（事業内容）      する実態調査や、支持療法の実態調査を行い、支持療法のガイドライン策定、治療薬  

7           （手段、手法など）   の開発などを進めるとともに、一般国民、患者向けおよび医療者向けにガイドラインを  

公開する。   

患者に対する支持療法については、医療機関によって大きな差異が存在する。効果  

8  施策の概要（事業の必要 性）      的な支持療法に関わるガイドラインの策定と公開は、患者のQOL向上には不可欠で    ある 
。   

当面、五大がん（肺がん、肝がん、胃がん、大腸がん、乳がん）に関するガイドラインを  
9  成果目標（数値目標）      策定する。   

10  成果へのシナリオ  

皿  成果の確実性  

12  エビデンスの状況  

13  ニーズの状況  

14  想定予算額   1億円   

15  予算計算概算  

16  予算措置を行う省庁  

17  備考  
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■施  簑■予算提案シート   

番号   項目   内容   

l  分野番号   7   

2  分野名   医療機関の整備等（がん診療体制ネットワーク）   

3  施策番号   

4  施策名   がん診療連携拠点病院制度の拡充   

がん診療連携拠点病院の全体の質の向上を図ることで、がん治療の均てん化を促進  
5  施策の概要（目的）  

する。   

6  施策の概要（対象）   がん拠点病院、地域の中核となるがん治療病院   

地域がん診療連携拠点病院において、地域特性に応じて、タイプ分けの考えを取り  

事業の概要〈事業内容）      入れる。（1）地域の役割分担の取りまとめ（2）質の高い医療の実践（3）臨床指標の計  
7           （手段、手法など）   測・公表（4）医療従事者の育成・派遣－－などを行っている施設について、機能強化  

事業費を増額する。   

施策の概要（事業の必要  都道府県がん拠点病院、地域がん診療連携拠点病院などから、アンケート、ヒアリング  

8       性）   などにより多くのニーズがあった。   

がん拠点病院機能評価制度を作ることも検討し、その評価点数のスムーズな上昇を図  
9  成果目標（数値目標）      る。がん拠点病院全体がカバーするがん患者の比率を上げる。がんの治療成績その  

他のがん対策推進基本計画にある関連指標もモニターする。   

がん診療の均てん化のためには、（1）医療資源が潤沢な地域で施設指定要件を高め  
てモデルを作っていく（2）医療資源が乏しい地域で指定を受けられる施設を維持して  

10  成果へのシナリオ  いく－－の両立が求められており、そのために必要な施策である。がんを診療する拠  
点病院が、地域の環境と実力に応じて、がん診療の質を向上させようとする前向きな  
モチベーションを維持させることができる。   

皿  成果の確実性   米国のがん拠点病院制度では、準認定の仕組みがある。   

12  エビデンスの状況  

13  ニーズの状況   アンケート、タウンミーティングに要望があった   

14  想定予算額   60億円増（現在60億円、合計120億円）   

15  予算計算概算  

16  予算措置を行う省庁   厚生労働省   

17  備考   現在の機能強化事業費を全体として2倍にする   
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■施  簑・予算提案シート   

番号   項目  内容   

l  分野番号   7   

2  分野名   医療機関の整備等（がん診療体制ネットワーク）   

3  施策番号   2   

4  施策名   拠点病院機能強化予算の交付金化（100％国予算）   

拠点病院機能強化予算の2分の1都道府県負担を改め、国の予算化を図ることで、地  
5  施策の概要（目的）  

域格差をなくし、がん対策の均てん化を進めることを目的とする。   

6  施策の概要（対象）   がん治療にあたる拠点病院   

事業の概要（事業内容）  拠点病院機能強化予算を交付金化し、広く各都道府県が実施体制を構築できるよう  
7       （手段、手法など）   にする。   

8  施策の概要（事業の必要 性）  都道府県負担部分を支出できないことによる地域格差が顕在化している。   

9  成果目標（数値目標）  

10  成果へのシナリオ  

皿  成果の確実性  

12  エビデンスの状況  

13  ニーズの状況  

14  想定予算額   36億円   

15  予算計算概算  

16  予算措置を行う省庁  

17  備考   現状の機能強化予算の倍額（2分の1を100％化する）  



■施  策・予算提案シート   

番号   項目   内容   

l  分野番号   7   

2  分野名   医療機関の整備等（がん診療体制ネットワーク）   

3  施策番号   3   

4  施策名   サバイバーシップ・ケアプラン（がん経験者ケア計画）   

患者が地域で切れ目のない医療を受けられること。また、いったん治療を完了した患  

5  施策の概要（目的）  者も後遺障害や晩期障害、あるいは心や経済の悩みに対処するサポートを得られるよ  

うにする。   

6  施策の概要（対象）   がん診療連携拠点病院、その他の病院、診療所。   

がん診療連携拠点病院、その他の病院、診療所などが連携した治療計画、治療経  
過、フォローアップ計画、フォローアップ経過を記載したサバイバーシップケアプランを  

7  事業の概要（事業内容） （手段、手法など）          作成した場合、1回につき3，000円を補助する。将来は診療報酬の適用を考える。患者    必の第2分冊の「私のカルテのパ 
携」ートに、ケアプランを添付する仕組みに発展する  

ことも考えられる。   

8  施策の概要（事業の必要 性）  海外でも実施されており、切れ目のない医療を実現する決ゆ手となる可能性がある。   

9  成果目標（数値目標）  全国10地区程度のモデル地区を選定し、先行的に実施する。   

10  成果へのシナリオ   
ひとりの患者を診る複数の医療関係者が共同責任感覚をもつことで、切れ目のない医  

療の実現を促進させる。   

皿  成果の確実性  

12  エビデンスの状況  

13  ニーズの状況  

14  想定予算客員   2億円   

15  予算計算概算   3万人のがん患者を対象。3万人×3，00b円×2すなわち送る機関と受ける機関   

16  予算措置を行う省庁   厚生労働省   

17  備考  
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■施策・予豊提案シート   

番   項目   内容   

口  分野番号   7   

2  分野名   医療機関の整備等（がん診療体制ネットワーク）   

3  施策番号   4   

4  施策名   医療機関間の電子化情報共有システムの整備   

都道府県ごとのがん診療体制ネットワークを強化し、医療機関相互のコミュニケーショ  
5  施策の概要（目的）  

ンを円滑化することを目的とする。   

6  施策の概要（対象）   各都道府県   

各都道府県ごとのがん診療体制ネットワークに係る統一的な電子化情報共有システム  

7  事業の概要（事業内容） （手段、手法など）      を整備し、医療機関同士の情報共有体制を確立する。また連携強化を主務としたサ    ポ 
ートスタッフ（医療ソーシャルワーカー等）新規雇用のための予算を策定する。   

8  施策の概要（事業の必要  情報共有体制に欠如が見られるため、医療機関内での情報整備が進んでいても医療   性）  機関相互の連携が疎かになる状況が散見される 
。   

9  成果目標（数値目標）  

10  成果へのシナリオ  

皿  成果の確実性  

12  エビデンスの状況  

13  ニーズの状況  

14  想定予算額   23億5，000万円   

15  予算計算概算   5，000万円×47都道府県   

16  予算措置を行う省庁  

17  備考  
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■施  策・予算提案シート   

番号   項目   内容   

口  分野番号   7   

2  分野名   医療機関の整備等（がん診療体制ネットワーク）   

3  施策番号   5   

4  施策名   がん患者動態に関する地域実態盲弼査   

いわゆる「がん難民」の発生を未然に防止するため、地鱒のがん患者がどのような経  
5  施策の概要（目的）  緯でがん診療体制ネットワーク内を移行しているのか実態調査を実施し、各地に合っ  

たがん診療体制ネットワーク策定に際する提言を行う。   

6  施策の概要（対象）   各都道府県   

地域がん登録のスキームを活用し、都道府県ごとに、（1）がん患者動態の地域実態調  

7  事業の概要（事業内容） （手段、手法など）      査を実施（2）解析（3）適切な診療体制ネットワーク策定に際する提言書を作成（4）提    言書に基づく診療体制再構築委員会の設立および将来的な診療体制再構築の実施   

二次医療圏枠に基づくがん診療体制ネットワークが機能していないケースがあり、所  

8  施策の概要（事業の必要 性）      謂「がん難民」を生み出さない患者主体の診療体制ネットワークを構築する必要性が    高い 
。   

9  成果目標（数値目標）  

10  成果へのシナリオ  

皿  成果の確実性  

12  エビデンスの状況  

13  ニーズの状況  

14  想定予算額   7億円   

15  予算計算概算   1，500万円×47都道府県   

16  予算措置を行う省庁  

17  備考  
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■施  簑■予算提案シート   

番号   項目  内容   

口  分野番号   8   

2  分野名   がん医療に関する相談支援および情報提供   

3  施策番号   

4  施策名   がん相談全国コールセンターの設置   

5  施策の概要（目的）   
いつでも、どこからでも、だれでもがんの相談ができる全国コールセンターを設置する  

ことで、患者や家族の不安や悩み、療養上の相談に対応することを目的とする。   

6  施策の概要（対象）   患者、家族など   

がんに関する相談支援の訓練をうけた支援員を1箇所に配置し、20回線の電話を設  

7  事業の概要（事業内容） （手段、手法など）      置し、24時間対応の全国コールセンターを設置する。既存のコールセンターを活用・    こ 
拡充するとも考慮する。   

「全てのがん患者の悩みを軽減する」という目標に関して、標準的で実績のあるシステ  

8  施策の概要（事業の必要 性）      ムであり、海外でもCIS（キャンサー・インフォメーション・サービス）として定型バッケー    ジが立されてい 
確る。   

全てのがん患者や豪族が、コールセンターの存在とその内容を知っていることを目標  
9  成果目標（数値目標）      とするとともに、各国の電話相談サービスからみても標準的と考えられる入電頻度を維  

持することを目的とする。   

10  成果へのシナリオ  

皿  成果の確実性   海外では各国にて多くの実績があり、成果の確実性は高い   

12  エビデンスの状況   コールセンターを通じた患者支援に関しては、相当数の論文があるものと思われる。   

13  ニーズの状況   患者団体などより要望書が多数出されている。   

14 ．  想定予算額   15億円   

15  予算計算概算  

16  予算措置を行う省庁   厚生労働省   

17  備考   業務委託   
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■施  策■予算提案シート   

番号   項目   内容   

口  分野番号   8   

2  分野名   がん医療に関する相談支援および情報提供   

3  施策番号   2   

4  施策名   「がん患者必携」の制作および配布   

がん対策推進基本計画で実施が決定されているがん患者必携を作成、配布する。情  
5  施策の概要（目的）  報不足からがん難民になる人が生じることを防ぐ。がんになってもがんと向き合って生  

きる患者を広げる。   

すべてのがん患者・家族を対象とするが、当初は当該年度に初発のがんと診断された  
6  施策の概要（対象）  

患者全員（60万人）を対象とする。   

がん患者必携は、国立がんセンターが間もなく製作を完了する。平成22年度は60万  

7  事業の概要（事業内容） （手段、手法など）      部を印刷、配布する。がん診療連携拠点病院など、がん患者を診断・治療するすべて    の病に送付し 
院、すべての初発がん患者に手渡すよう依頼する。   

施策の概要（事業の必要  

8   性）  

60万人部の印刷。一一般に配布するのではなく、病院から一人一人の患者に渡してもら  
9  成果目標（数値目標）      う。60万人のうち何％に到達するか、計測する。   

10  成果へのシナリオ   
病院から患者に渡すことで少なくとも半数以上の患者には確実に届くことになると思わ  

れる。   

皿  成果の確実性  

12  エビデンスの状況  

13  ニーズの状況  

14  想定予算額   6億円   

15  予算計算概算   60万人×1，000円   

16  予算措置を行う省庁  

17  備考  
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■施  策・予算提案シート   

番号   項目   内容   

ロ  分野番号   8   

2  分野名   がん医療に関する相談支援および情報提供   

3  施策番号   3   

4  施策名   外来長期化学療法を受ける患者への医療費助成   

新規抗がん剤の開発により、治療成績の向上がみられる一方で、薬価の上昇による患  
5  施策の概要（目的）  者や家族の負担増加は大きい。患者が継続かつ安心して治療を受けられるよう、長期  

にわたり高額の化学療法を受ける患者を対象に、医療費助成を行う。   

6  施策の概要（対象）   長期にわたり高額の化学療法を受ける患者と家族   

化学療法（再発の予防を目的と推定される治療などを除く）を伴う治療による医療費の  
支出により、所得が生活保護の対象となる世帯であり、かつ申請前1年以内に6回以上  

事業の概要（事業内容）          の高額療養費制度の申請のある世帯（すでに障害者認定受けている場合などを除く）  

7               （手段、手法など）   を対象に、健康保険の保険者から交付される認定証を窓口にて提示することで、医療  
機関窓口での1カ月あたりの負担額を、一定額以下とする。慢性腎不全などの特定疾  
病を対象とする助成（月間1万円）に準じた運用とする。   

外来において、長期にわたり継続して高額の化学療法を受けている患者の経済的負  
担は非常に大きく、治療薬の投与を断念したり、生活保護を申請せざるを得ない状況  

8  施策の概要（事業の必要 性）          となるケースもある。外来化学療法の進展と治療費の高騰の中で、患者が必要な治療    を心してられるよにるたに 
安受けうすめ、特定疾病に対する助成などに準じた経済的  
支援が不可欠である。   

9  成果目標（数値目標）  助成の対象となる患者については、事業が広く周知されることを目指す。   

10  成果へのシナリオ  

皿  成果の確実性  

12  エビデンスの状況  

13  ニーズの状況  

14  想定予算額   助成事業にあたり必要とされる予算措置（10億円程度）   

15  予算計算概算  

16  予算措置を行う省庁  

17  備考  
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■施  策・予算提案シート   

番号   項目   内容   

口  分野番号  8   

2  分野名   がん医療に関する相談支援および情報提供   

3  施策番号   4   

4  施策名   全国統←がん患者満足度調査   

がん患者の満足度調査を全国統一の方法で継続的に調査をし、その推移をモニター  
5  施策の概要（目的）  

することで、患者満足度の向上、ひいてはがん診療の質の向上の一助とする。   

6  施策の概要（対象）   
がんと診断・告知され、経過観察、放射線療法、化学療法、緩和ケア等を受けている  
患者   

事業の概要（事業内容）  がん診療連携拠点病院などがん診療を行う医療機関が患者に共通調査票を渡し、回  
ロ       （手段、手法など）   答してもらう。患者は回答を集計センターに送り、そこで集計される。   

施策の概要（事業の必要  がん患者の多くががん診療に関する疑問、不安、不満足を覚えており、その全体を把  

8       性）   握し、動向をモニターすることは必須の事項のひとつ。   

まず、第一一一に統一一一患者満足度調査票を策定すること。次に、すべての拠点病院が統  

9  成果目標（数値目標）      ーーフォームによって患者満足度を計測すること。さらに、患者満足度の継続的モニ  
タ一によって、毎年改善がみられること。   

がん医療の質の調査およびベンチマーキングと、がん患者満足度調査の両方を実施  

10  成果へのシナリオ  することで、がん医療の現状と推移を継続的に把握することで、患者および国民のが  
ん医療への信頼が高まっていく。   

皿  成果の確実性   
米国などでは患者満足度調査を毎年実施することが常識化している。標準調査票も  

確立している。計測によって患者満足度を高められると考えられている。   

12  エビデンスの状況  

13  ニーズの状況  

14  想定予算額   15億円程度   

15  予算計算概算  

16  予算措置を行う省庁   厚生労働省   

17  備考   業務委託   
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■施  纂・予算提案シート   

番号   項目  内容   

l  分野番号   8   

2  分野名   がん医療に関する相談支援および情報提供   

3  施策番号   5   

4  施策名   地域統括相談支援センターの設置   

がん診療連携拠点病院や地域連携などについて、都道府県ごとの地域特性に応じ、  
5  施策の概要（目的）  かつ患者や家族のニーズに応えられる地域相談支援センターを設置することにより、  

地域での患者支援体制の連携を促進することを目的とする。   

6  施策の概要（対象）   各地のがん診療拠点病院で、地域連携を促進し得る要件を満たして活動できる医療    機関   

都道府県の中で、都道府県ごとの地域特性に応じて連携機能を効率的に担いうる医  
療機関に、地域相談支援センター（又は統括相談支援センター）を設置する。設置に  
あたっては、相談支援に関する都道府県内及び都道府県を越えた地域連携の調整  

7  事業の概要（事業内容） （手段、手法など）              を担い得る経験をもつ常勤かつ専任の看護師やMSWを2名、事務担当職員2名を確    し 
保、厚生労働省は各都道府県ごとに適切な団体（都道府県看護協会など）を選定  
し、センターの運営を委託する。センターは、医療・介護・福祉・ケアマネージャー・行  

政など関係者の集まる定期連絡会の運営なども行う。   

がん診療連携拠点病院には相談支援センターが設置されているが、地域での相談支  
援センターごとの連携は十分でない。また、既存の相談支援センターにはその医療機  

8  施策の概要（事業の必要 性）          関を受診する患者のみならず、地域の患者への対応をすることが求められているが、  
マンパワーや予算の不足などもあり、個々の医療機関ごとの対応となってしまっている  
のが実情である。   

全ての都道府県において、専任の看護師またはMSW2名．、事務職員各2名を有する  
9  成果目標（数値目標）      地域相談支援センターが設置されることを目標とする。   

10  成果へのシナリオ   都道府県に対して、国の支援メッセージを示すことが必要である。   

皿  成果の確実性   地域特性を活かすことが重要である。   

12  エビデンスの状況   がん臨床研究事業研究班などの報告において必要性が示されている。   

13  ニーズの状況  

14  想定予算額   10億円   

15  予算計算概算   2，000万円×47都道府県   

16  予算措置を行う省庁   厚生労働省   

17  備考  



■施  簑・予算提案シート   

番号   項目   内容   

口  分野番号   8   

2  分野名   がん医療に関する相談支援および情報提供   

3  施策番号   6   

4  施策名   相談支援センターと患者・支援団体による協働サポート   

がん診療連携拠点病院の相談支援センターが、地域の患者や患者支援団体との連  
5  施策の概要（目的）  

携体制を構築することで、患者視点からの患者サポートを実現することを目的とする。   

6  施策の概要（対象）   患者、患者支援団体   

都道府県がん診療連携拠点病院の相談支援センターが、あらかじめ登録された地域  

の患者や家族、患者支援団体と共同で、患者や家族を対象とするピアカウンセリング  
事業の概要（事業内容）          事業や患者サロン、医療講演会などを運営・開催することを補助するとともに、患者や  

7               （手段、手法など）   家族をピアカウンセリング相談員として雇用した場合の助成や、相談員の資質向上を  
目的とした講習会、ピアカウンセリング事業を行う患者支援団体への助成金交付を進  

める。   

現状の相談支援センターでは、主に専門職による患者サポートは行われているが、患  

者視点からのピアカウンセリング事業などは十分行われていない、また、疾病をよく知  

8  施策の概要（事業の必要 性）          る患者や家族、患者団体からの支援は、従来の相談支援センターではカバーしきれ    ない貴重な医療資源であるにもかかわらず 
、その運営に対する理解と支援は、必ずし  

も十分ではない。   

全ての都道府県がん診療連携拠点病院において、患者や家族によるピアカウンセリ  
9  成果目標（数値目標）      ング事業と、その事業を行う患者団体に対する助成が行われることを目標とする。   

10  成果へのシナリオ  

皿  成果の確実性  

12  エビデンスの状況  

13  ニーズの状況  

14  想定予算額   2億3，500万円   

田  予算計算概算   500万円×47都道府県   

16  予算措置を行う省庁  

四  備考  
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